２０１０年１０月１３日
「高齢者分野の介護労働実態調査」中間報告
－介護労働者に働く誇りと喜びを－

全国労働組合総連合

はじめに

介護保険制度は実施後１０年を迎え、発足当初の謳い文句とは違い、様々な制度そのものの矛盾が明らかになってきています。とりわけ、介護労働者の処遇改善による離職防止と増員が介護基盤整備のなかでも重要な課題であることが、関係者および利用者の努力により国民的合意となってきています。しかし、介護報酬引き上げ・処遇改善交付金が実施されたものの、「労働者の賃金・労働条件の抜本的な改善」には程遠いのが現状です。引き続く改善の努力は現場労働者だけでなく利用者、事業者共通の願いです。
全労連は、民主党が公約する「介護職員の4万円の賃金引き上げ」はもとより、２０１２年に向けた介護保険制度の検証と抜本改善を求めます。そのために、現在の「介護労働者の労働の実態」を改めて把握し、介護制度の見直し・人材確保対策への問題提起や運動の課題を明らかにする目的で調査を行いました。
Ⅰ〕調査実施要綱
1． 調査名称

　　　「高齢者分野の介護労働実態調査」
2． 調査目的

①「介護労働者の賃金・労働条件の抜本的な改善」にむけ、現場の実態を鮮明にする。

②１０年を迎えた介護保険制度の様々な制度上の矛盾について、現場労働者の要望を踏まえ改善点を明らかにする。

③産別と各地方組織の集約で、集約数と豊かな内容を集約し、社会的にアピールする。
3． 調査実施期間および調査月
　　　５月１日から７月３１日までの3ヶ月間実施した。調査月は、2010年3月とした。
4． 対象と集約目標と集約結果
　　①高齢者分野の介護労働者（入所施設、通所施設、ヘルパー）を対象とする個人調
査を行った。

　　②全労連加盟組織を対象に、可能な範囲で組織外の協力を得る。
　　③配布30,000枚、回収は7,855。回収率は26.2％。
５.　調査協力組織
　　　　　　　　　　　全労連加盟組織47地方組織、医労連、生協労連、福祉保育労、自治労連、建交労、

全国一般の6単産が実施。地方組織による事業所訪問やホームヘルパー全国連絡会
などの協力により労働組合のない事業所からも協力を得た。
　産別ごとの集約は、日本医労連3,410、生協労連1,819、自治労連821、福祉保育　

労430、建交労33、全国一般26。地方組織からは1,316集約された。
Ⅱ〕調査結果の概要

1． 介護労働者の多くは非正規労働者、年収平均206万円、200万円以下52.2％
雇用形態は56.6％の人が非正規雇用である。女性の比率は61.7％と高い。《問9》

平均年齢は45.0歳。30歳以下は10.7％。平均勤続年数は5.7年。《問11》
年収平均206万円、200万円以下の労働者52.2％。時給は平均1050円。《問12･13･14》
2． 残業平均9.86時間、不払い残業あり37.7％。通常業務が残業になる。

介護労働者の平均労働時間は32時間となっている。《問15－1》

ヘルパーの週労働時間は平均11.6時間。５時間未満から15時間までで全体のおよそ７割以上を占める。《問15－2》

　2010年3月の残業時間は平均9.86時間であった《問16》残業の内容は、「記録・書類の整理」55.9％、「介護・看護など通常業務の延長」45.2%、3番目が「会議・研修」33.9%。通常行う業務自体が所定内労働時間で終了していない。《問17》

不払い残業は４割近くある。《問18－1》
不払い残業も「通常業務」の延長であり、業務の内容も共通している。《問18－2》　
3． 夜勤時の体制が不安、一人夜勤が不安

「夜勤者の人数が少なくて不安」44.2％、次いで「緊急事態に対応できない」30.1％、「夜勤時に　　　　　　　　　　仮眠・休息が取れない」29.1％、「夜勤時間が長すぎる」28.8％、「一人で担当することが

不安」31.6％となっている。《問25－1》

夜勤の平均夜勤時間は14.7時間である。夜勤の回数は、平均4.47回、最多は23回の例もある。一人で見る利用者の数は平均25.3人である。《問25-2、25-A》
4． 仕事の満足度および改善を求める内容は
「満足」「やや満足」が52.4％。「どちらとも言えない」31.5％で8割が肯定的である。
「仕事での不満・不安」では、利用者にしっかりと関わりながら必要な援助ができないことの不満が多い。《問23－1》
　《ヘルパー》は、介護保険の制約から援助の内容と時間の制限が厳しく、必要な支援ができないと実感している。ヘルパーだけでなく、利用者の側からも同様の不満が多数聞かれる。《問23－2》

5． 介護職員処遇改善交付金、課題は山積、有効な施策で緊急改善を
交付金の効果が「ある」13.1％に対し、「あるけど不十分」32.8%、「ない」の合計は40.5％
となる。《問26》「不満42.9％」、「対象外で引き上げがない」16.8％など、交付金の効果は限定的といえる。
6． まとめ
賃金水準、労働時間、残業、夜勤、いずれも介護報酬や設置基準・配置基準に規定される。その報酬や体制が少なく、緊急事態に対応できず、不安を抱えながら、休むこともできずに
長時間勤務している職場実態が明らかになった。利用者の安全。安心の上でも労働者の労働条件の確保、体制の強化が喫緊の課題である。
介護報酬引き下げや単価切り下げや、「常勤換算方式」による非正規職員の増加が福祉施設の質の低下を招いている。希望を持って働き始めた介護労働者が、働き続けるために、国の責任で「介護職員処遇改善交付金」など、実効ある対策を望む。
Ⅲ〕調査結果の内容
1． 女性が83.9％と圧倒的な「女性」職場
女性83.9％に対し、男性は14.6％。7人に6人が女性であり、男性の介護職場への進
　　出が大きく遅れている。《問1》
平均年齢は45.0歳。30歳以下は10.7％と少ない。生計を一にしている世帯で働いて
収入を得ているのは2人以上75.2％となっている。女性の平均年齢は47.0歳《問2》　　　
2． 職場の種別と職種
　　職場の種別は、訪問介護2,808人35.7％、次いで通所デイサービス981人12.5％、老人保健施設961人12.2％、特別養護老人ホーム717人9.1%、居宅介護支援事業所637人6.1%となっている。施設関係の合計は６種類1,967人25.04％であった。《問７》
　職種の割合は、ホームヘルパー39.0％、施設・通所のケアワーカー33.5％、ケアマネージャー8.7％、ソーシャルワーカー2.6％、看護師9.3％、事務職2.3％、調理員2.0％、PT・OT・ST1.3％、栄養士0.7％、営繕・運転手0.7％となっている。《問8》
3． 雇用形態は圧倒的に非正規労働者、平均勤続年数は5.7年

　雇用形態は56.6％の人が非正規雇用になっている。とりわけ女性のなかでの非正規労

　　働者の比率は61.7％とより高くなっている。「非正規（フルタイム）」が11.8％いる。《問9》

現在の職場での経験年数は、5～10年が一番多く31.5％、次いで１～3年が21.5％、3～5年が18.7％と続く。5年未満が54.9％と過半数を占める。5年から10年は31.5％。10年以上の勤続者は13.7％であり、7.5人に１人と少ない。平均勤続年数は5.7年となっている。《問11》
4． 年収平均206万円、200万円以下の労働者52.2％。時給は平均1,050円
月給者の毎月支給される賃金は平均18万6300円。平均時給は1,050円。

　15万～20万未満27.3％、20万～25万円23.4％の回答が最も多い。平均では18万6300円となる。厚生労働省の「平成21年度介護従事者処遇状況等調査（H22.3.3）」の数値は28万7300円（基本給＋手当＋一時金〔4～9月支給の1/6〕）であり、それと比べるとおよそ10万円のひらきがある。また介護労働安定センターの「平成21年度介護労働実態調査」では、月給者の平均賃金（所定内）は21万2432円であり、これと比較してもおよそ2万7000円のひらきがある。《問12》
　時間給は、1,000～1,100円29.6％、1,200円以上22.0％、次いで1,100～1,200円15.9％である。上位の３階層で67.5％を占める。平均は1,050円で、前出の厚生労働省の調査（平均1272円）と比較すると222円低い。また介護労働安定センターの調査では1029円であり、それよりも若干上回っている。《問13》
　年収でみると100万円未満が27.9％と最も多く、およそ3割を占める。次いで100から150万円が14.0％、300から400万円が14.4％、200から250万が13.6％、250から300万11.3%、300から400万円14,4%、400から500万円6.9%、500から600万円2.4%、600万円以上0.6％となっている。100万円以下27.9％、200万円以下52.2％、300万円以下だけでおよそ77.1％を占める。平均206万8400円であり介護労働者がワーキング・プアーの実態にあることがわかる。その理由としてヘルパーなど非正雇用労働者が多いことが推測できる。《問14》
5． 平均労働時間（週）、労働者の32時間、ヘルパー平均11.6時間。
30～40時間47.8％、40時間以上25.1％の階層で全体の半数以上を占め、労働時間で言えば、登録ヘルパー以外は常勤者に近い（または常勤である）ことがわかる。また、40時間以上労働している者が11.5 ％ある。なお平均労働時間は32時間。《問15－1》

ヘルパーの週労働時間は平均11.6時間であった。登録ヘルパーの場合は、５時間未満

から15時間までで全体のおよそ７割以上を占め、平均時間は11.6時間となっている。登録ヘルパー以外に比べ、労働時間が短い。これが問14の年収の項目に反映して、全体として年収の格差を生む結果となっている。《問15－2》

6． 2010年3月の残業は9.86時間、不払い残業「ある」37.7％。通常業務が終わらないから
2010年3月の残業時間は平均9.86時間であった。時間外勤務について「ある」の回答者の内訳は、5時間以下44.4％、5～10時間未満21.6％、10～15時間未満12.3％、15～20時間未満7.8％、20～25時間未満3.3％、25～30時間未満12.1％、30～35時間未満2.0%、35～40時間未満1.4％、40～45時間未満0.6％、45時間以上1.6％となっている。残業なしの回答が33.6％。《問16》

残業内容で最も多い回答は「記録・書類の整理」で55.9％、次いで「介護・看護など
通常業務の延長」45.2%、3番目が「会議・研修」33.9%。上位3位までが圧倒的に多い。さらに、「介護報酬請求事務」9.1%、「レク行事等」の「準備」8.7%・「参加」1.9%合計10.6%、「家庭訪問･相談」7.9%、「利用者の送迎」7.8%。つまり通常行う業務自体が所定内労働時間で終了していない実態がわかる。また会議、研修が時間内に保障されていない実態も明らかになった。《問17》

不払い残業が「ない」48.1％、「ある」37.7％。４割近くがサービス残業を経験している。《問18－1》

「記録・書類の整理」53.7%、「介護・看護など通常業務の延長」43.8%、「会議･研修」
14.0％、レク行事等は参加4.7％･準備11.5％合わせると16.2％、介護報酬の請求業務3.8％、家庭訪問・相談3.7％、利用者の送迎2.8％。残業も不払い残業もすべて時間外労働の理由は「通常業務」の延長であり、業務の内容も共通している。《問18－2》　
7． 仕事に対する満足度
「満足」18.6％、「やや満足」33.8％、合わせて52.4％の人が満足している。「どちら

とも言えない」31.4％含めて8割あることは、福祉職場特有の仕事の性質によるものと
いえる。《問21》
また、仕事で満足している内容では、「利用者・家族から感謝される」49.4％、「人間
　　的に成長できる」46.6％、「社会の役に立てる」31.4％が上位3位である。「福祉の仕事」の特性に見合った回答といえる。その後に「働く時間に融通が利く」29.1％、「資格や専門性が活かせる」24.4％、「人間関係が良好」23.6％と現実的な労働条件に回答が及ぶ。利用者家族から得られる仕事の手ごたえや、専門性を生かしながら成長できること、時間に融通が利くことが満足度を高めている。《問22》
8． 　仕事での不満・不安　《通所・入所事業所》
通所・入所者は、「利用者の要望にこたえきれない」48.1％、「利用者とのコミュニケーションが充分に取れない」33.4％、「必要な支援ができていない」26.5％、利用者にしっかりと関わりながら必要な援助ができないことの不満が多い。次に「事務量が多すぎる」25.2％、「達成感が持てない」18.5％、「行事やレクリエーションの時間がない」14.9％、「突然の事態に対応できない」14.0％。「利用者や家族から無理な注文が多い」10.5％もある。介護報酬のもとで、単価切り下げや、「常勤換算方式」による非正規職員の増加によって、スタッフが安定せず質の低下につながるのではなど懸念される。《問23－1》
9． 　仕事での不満・不安　《ヘルパー》
「やってはいけない仕事が多く自分の裁量で決められない」44.6％、「時間に制約があり利用者の要望に応えきれない」41.9％、「時間に制約があり必要な援助ができない」16.7％、「利用者とのコミニケーションが充分取れない」16.5％、「利用者や家族から無理な要望が多い」14.3％となっている。介護保険の制約から援助の内容と時間の制限が厳しく、必要な支援ができないと実感している。ヘルパーだけでなく、利用者の側からも同様の不満が多数聞かれる。《問23－2》
10． より良い仕事をするために求めるものは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「はたらき続けられる賃金・労働条件」をあげる者が77.6％とダントツで、次いで「職
員の増員など介護体制の拡充」44.5％、「人間関係の円滑化」40.3％、「研修や資格取得
などスキルアップ」33.5％、「キャリアに応じた賃金制度」24.2％となっており、賃金
の引き上げ、介護体制の拡充と人間関係の円滑化、資質向上が3大要求といえる。《問

24　》
なお、有給休暇が「希望どおり取得できる」51％、4割は「希望通り取れない」、「有給がない」「分からない」の合計が41.0％あることや、職場の安全・健康対策が「ある」62.9％、「作られていない」「わからない」の合計は31.2％であり、改善、周知が必要である。《問19、20-2》

11． 夜勤体制に不安、長時間夜勤は限界、一人当たりの利用者は平均25.3人
「夜勤者の人数が少なくて不安」61.8％、次いで「緊急事態に対応できない」44.2％、「夜勤時に　　　　　　　　仮眠・休息が取れない」42.1％、「夜勤時間が長すぎる」40.2％、「一人で担当することが

不安」31.6％となっている。《問25－1》

夜勤の時間は、15時間30.7％、16時間30.5％、7時間9.9％、8時間3.6％。夜勤の平
均夜勤時間は14.7時間である。夜勤の回数は、平均4.47回、最多23回である。《問25-2B》
　「夜勤で1人の介護労働者が何人の入居者を見ているか」に対し、第1が20人17.8％を中心とする山となる。第2が25人11.3％前後、続いて30人10.1%前後、40人4.9％、50人4.8％、60人1.9％を中心に前後に集中･分散する。60人以上90人までには3.6％の回答がある。《問25-2B》

一人で見る利用者の数は平均25.3人である。なお、1人から2人が2％あるが訪問介護、6人まではグループホームに勤務するもの考えられる。《問25-2③》

　夜勤回数は、3回13.3%、4回40.3％、5回23.2%、6回8.2%、と大きな山ができる。二交代、あるいは宿直勤務と考えられる。次に7回2.5%、8回3.9%、9回0.9%、10回0.7%と小さいが3交代勤務の山と考えられる。なお、少ないとはいえ11回、14回、15回、16回、最高は23回の回答があることは問題であり「夜勤規制」が必要である。《25-2A》
体制がなく、緊急事態に対応できない、不安を抱えながら、休むこともできずに長時間
勤務している職場実態である。利用者の安全。安心の上でも労働者の労働条件の確保が大切であり、体制の強化が喫緊の課題である。　

12． 介護職員処遇改善交付金の継続で、定着、人員体制の強化
　　　　　　交付金の効果が「ある」13.1％に対し、「あるけど不十分」32.8%、「ない」の合計は40.5％となる。交付金の効果は限定的といえる。また、「未記入･無効」が4分の1程度あることも、直接的影響を受けていない人の反映でもある。《問26》
　　　さらに、交付金の改善については「恒久的な制度に」29.6％、次いで「交付金額の引
き上げ」23.2％、「介護職以外にも拡大」18.9％、「交付金以外の人材確保策」17.8％と続く。交付金制度の拡充を求める声が多い。
　＊一部実施《問26-1b》あなたの事業所は「介護職員処遇改善交付金」を申請していますかの問いについて、「あなたの事業所は介護職員処遇改善交付金を申請しているか」の設問を設けたが、「申請している」回答は47.1％、「申請していない」が10.4％、「わからない」42.5％である。
　＊《問26-2》賃金の引き上げについては、「交付金による賃金の引き上げ」は、「満足している」6.9％、「まあまあ満足33.4％」、にたいし「不満42.9％」と上回る。さらに、「対象外で引き上げがない」16.8％あり、不満と合わせると、半数は満足していない。
13． 安心の介護をするために必要な、国･自治体の責任

　　第1に、利用者の経済的負担なく、必要な介護が受けられる制度の充実を多くが求めている。「保険料・利用料負担の軽減」44.1%、「介護報酬額の引き上げ」38.4%、「国庫負担の増額」17.8%。第2に、基盤整備の充実を国や地方自治体に求め、「国や自治体の責任で施設･サービスを整備する」25.5%、「正規職員を増やす」25.5%、「職員配置基準の引き上げ」23.9%。となっている。第3に、介護保険に限っても、「要介護認定の改善」37.9%、「保険制度を止めて公的介護保障制度に変える」9.7%、「介護予防事業を介護保険から外す」5.4%、「介護保険の事業主負担増」も回答者は少ないものの大企業の負担増など検討が必要と考える。《問27》
14． 回答者の組合員比率、未加入者の「労働組合加入」に対する態度
　　　　　組合加入者は52.2％、未加入者は40.6％。組合未加入者は3193人いるが、2,332人は組合加入を希望せず、518人が組合加入を希望している。労働条件の改善と働き甲斐のある仕事、利用者との信頼の確立のためにも、労働組合への引き続く協力をお願いしたい。さらに500名を超える方が「労働組合への加入」を希望されている。一日も早く労働組合の仲間に迎えたい。《問29、30》　　　　　
　以上

クロス集計・結果（第一次分）
１．勤続年数と職種・雇用形態

（１）問11「現在の職場の勤続年数」と問８「職種」とのクロス集計では

全職種（7620人）平均では、5年未満54.9％、5年～10年未満26.7％、10年～15年未満9.3％と続く。

1） ホームヘルパー（2890人）では、5年未満49.2％、5年～10年未満41.8％、10年～15年未満7.6％と続く。

2） 施設・通所系のケアワーカー・介護職（2476人）では、5年未満57.3％、5年～10年未満26.7％、10年～15年未満11.1％と続く。

3） 看護師（686人）では、5年未満60.2％、5年～10年未満21.7％、10年～15年未満9.2％と続く。

4） ケアマネージャーでは、5年未満60.1％、5年～10年未満23.8％、10年～15年未満11.2％と続く。

ホームヘルパーの5年～10年未満のポイントが、他の職種より15～20ポイント高く定着率が高いことが分かる。

（２）問11「現在の職場の勤続年数」と問９「雇用形態」のクロス集計では

1） 正規（3240人）では経験5年未満50.8％、5～10年未満27.4％、10年以上29.0％。

2） フルタイム非正規（924人）では、経験5年未満62.8％、5～10年未満28.5％、10年以上17.8％。

3） パート（1597人）では、経験5年未満66.5％、5～10年未満27.1％、10年以上18.9％。

4） 登録ヘルパー（1771人）では、経験5年未満47.5％、5～10年未満41.8％、10年以上21.6％

勤続10年以上になると、正規職員の勤続年数が非正規職員より約10ポイント長くなる。

２．年収と職種・雇用形態

（１）問14「年収」と問８「職種」のクロス集計では

全職種（7240人）の平均は、100万円未満27.7％、200万円～300万円未満24.5％、100万円～200万円未満24.0％、300万円～400万円未満14.2％、400万円～500万円未満6.7％、500万円以上2.9％と続く。　

　　　職種別に詳しく見てみると、最も多い年収は、

1） ケアマネージャー（620人）300万円～400万円未満34.0％、200万円～300万円未満31.7％、年収300万円未満は47.3％。　

2） ソーシャルワーカー・相談員（182名）200万円～300万円未満38.4％、300万円～400万円未満30.8％、年収300万円未満は55.5％。看護師200万円～300万円未満36,3％、300万円～400万円未満20.2％。年収300万円未満は50.9％　

3） 施設・通所のケアワーカー・介護職（2355人）200万円～300万円未満36.0％、100万円～200万円未満27.8％、年収300万円未満は73.6％。　

4） ホームヘルパー（2738人）100万円未満57.6％、100万円～200万円未満25.2％、年収300万円未満は94.6％、150万円未満75.1％となっている。

介護職でみると、施設・通所系のケアワーカー・介護職の4人に3人が、ホームヘルパーのほぼ全員が年収300万円未満のワーキングプアとなっている。年収が300万円を超える者が5.4％しかいないというのは異常である。高齢者分野で働く労働者の賃金が全労働者の中で「底」であれば、介護労働者は「底の底」であり、ホームヘルパーは4人に3人が年収150万円未満の「どん底」と言っても過言ではない。

（２）問14「年収」と問９「雇用形態」のクロス集計では

正規（3065人）では、経験5年～10年未満が27.7％と最も多く、非正規（887人）でも経験5年～10年未満が28.9％と最も多い。同じ経験の年収を比較してみると、

1）正規年収200万円～300万円未満40.3％、300万円～400万円未満31.8％、400万円～500万円未満15.2％と続く。正規では、200万円未満は8.1％、500万円以上が4.6％であり200万円以上500万円未満が年収の幅となっている。

2）　フルタイム非正規では、年収200万円～300万円未満48.8％、100万円～200万円未満32.4％、300万円～400万円未満15.2％。フルタイム非正規では、年収150万円未満11.4％、400万円以上1.6％であり、年収の幅は150万円から400万円となっている。

正規と同じようにフルタイムで働いても、非正規の場合は年収の幅で100万円低いことが分かる。

　
①問１５「週労働時間」と問９「雇用形態・フルタイム非正規」のクロス集計では、

フルタイム非正規（645人）の週労働時間は30～40時間63.1％、40時間以上26.5％となっている。

1）　非正規・パート（1151人）の年収は、100万円未満37.9％、100万円～150万円未満30.2％。150万円～200万円未満14.7％、200万円～250万年未満10.3％と続く。250万円以上は6.9％。

2）登録ヘルパー（1672人）では、100万円未満76.1％、100万円～150万円未満17.0％、150万円以上6.9％。

　非正規の中でも、登録ヘルパーの年収が極端に低いことが分かる。

①問15「週労働時間」と問９「雇用形態・登録ヘルパー」のクロス集計を見ると

登録ヘルパー（1683人）５～10時間未満27.9％、10～15時間未満24.8％、5時間未満21.7％、15～20時間未満13.1時間、20時間以上25時間万6.0％と続く、25時間以上は6.4％。

登録ヘルパーの場合、通常、訪問している時間しか労働時間にカウントされないことから、この数字は実態を正確に反映はしていない。そのため別紙事例を参照されたい。　　　　　
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